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適切な政策が実施されれば、30年以内に気候変動による最悪の 
影響を回避すると共に、新しい産業、より多くの雇用、将来性の
ある質の良い仕事を創出する産業革命を起こすことができる

しかし、脱炭素という公約は、気候変動や移行期の雇用の混乱に
おいて適切な計画と支援が共に提供されなければ最も脆弱な
人々にリスクをもたらす。経済が排出量のネットゼロに向かう中、
気候変動を緩和するための世界的な取り組みの成功の是非は、
これら脆弱な人々をどのように保護するかによって決定される。

このレポートでは、気候変動と世界的なネットゼロ経済への移行
によって最も悪影響を受ける産業、地域、労働者を特定し、低排
出量の世界における成長の新しい分野への移行のために調整さ
れた政策が、どの様に脆弱な労働者のための実行可能な雇用経
路を生み出し、混乱を抑制し、世界的な生活水準を向上させるこ
とが出来るのかを示している。

極端な気候の変動（異常気象）と適切な計画のない経済移行 
こそが世界の労働者に大きなリスクをもたらすであろう

デロイト経済研究所（Deloitte Economics Institute）の分析は、
世界の8億人以上の雇用（現在の世界の労働人口の約4分の1）
は、極端な気候変動と経済移行の両方の影響に対して非常に脆
弱であると示している。

特にアジア太平洋地域とアフリカにおける影響が深刻で、インド
や中国の労働者など、これらの地域の多くの労働力がこれらの危
機に過剰に晒されている産業での雇用にての40%以上を占めて
いる。

最大限に可能な経済成長と雇用創出を達成しつつ、気候変動の
影響と脆弱な労働者への負担を軽減するために、移行が最適な
ペースと規模で行われることを確保するには政府の適切な公共
政策という調整が鍵となる。

ネットゼロへの協調的な調整、かつ迅速な移行により、 
新たな雇用が増加する

デロイト経済研究所のモデル化からは、今後10年間の迅速な脱
炭素化と積極的な移行政策により、世界のすべての地域で長期的
に経済成長と雇用が拡大する可能性があるということが分かる。
脱炭素を機会と捉えることにより、移行がすべての人に機能する
ようにすることで、2050年までに世界で3億人以上の雇用を創
出することができる※。

つまりこれは、政府の積極的且つ適切な政策支援を受けた能動
的な移行は、受動的で調整されていないネットゼロ経済への移行
と比較して、より多くの雇用というより世界中の労働者にとってよ
り良い成果をもたらすこと示している。

ネットゼロ経済は、グリーンカラーの労働力を生み出し、 
必要とするだろう

排出量ネットゼロへの移行は、世界経済を根本的に変えるであろ
うが、それは特定の種類の労働者がいなくなったり、彼らが携え
ているスキルの需要が消えたりするというわけではない。むしろ、
労働者とそのスキルは、雇用創出を実現するグローバル・ネット
ゼロという約束を果たす道筋を作るために不可欠である。

産業革命がブルーカラー労働者を特定し、それからの区別がホワ
イトカラー労働者を生み出したように、新しいスキルセットが新し
い種類の労働者の候補を生み出しつつある。

排出量ネットゼロへの移行により、新しいスキルを持つグリーンカ
ラー労働力と呼ばれる労働者の候補の集団が生まれており、この
労働力は、世界的な脱炭素化が現在の労働力をどのように変化
させているか、そしてそれがネットゼロの世界における労働の未
来をどのように再構築できるかを反映している。

今世紀半ばまでに
「排出量ネットゼロ」を達成するために
世界経済を変革することは、
前例のない経済的な機会である。
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※3億人の雇用とは、受動的な以降経路を比較対象とした場合の能動的な移行下での2050年時
点における世界の総雇用量に対しての増加を示しており、調整された政策支援への推奨の根拠と
なっている。

グリーンカラー労働者は、オフィスワーカーまたは肉体労働者の
どちらでもあり得、グリーンカラーとその他の区別を決定するのは、
労働者の業種やロケーション、スキルではなく、脱炭素化がこれ
から仕事やスキルにどのような影響を与えるかが決定する。

既存の職業の中には大きく変化するものもあれば、その一部分だ
けを変える必要があるものもあるだろうし、またはグリーンカラー
の労働力が未来の仕事を形作るにつれて、まったく新しい職業が
現れる場合もあるだろう。デロイト経済研究所は労働力政策の設
計の枠組みを形成する為に、グリーンカラー労働者を定義する5
つの職業カテゴリーを確立した。これらのカテゴリーは、脱炭素
化した世界経済のためにどのように労働力政策をデザインするか
のフレームワークにつながる。

現存の労働者は、グリーンカラーの仕事に必要なスキルをすでに
携えている

ネットゼロ経済への積極的な移行における経済的好機をもたら
す為にはグリーンカラーの労働力におけるスキルについて考える
必要性があり、本デロイト経済研究所の調査において既存スキル
のマッピングを行った結果、2050年までに排出量ネットゼロを達
成するために、中長期で需要が増加するであろうグリーンカラー
労働力の仕事に必要なスキルの80%以上が現存の労働力の中
にすでに存在することが分かった。

これは、現存の労働者の多くが、現在の仕事に留まるため、また
は脱炭素化によって新しい仕事を得るために、完全な再訓練では
なく、部分的なリスキリングやスキルアップ（OJTなど）などが必
要となる可能性が高いことを意味している。また、これは経済の
脱炭素化に伴い、より公平な雇用の機会を促進することができる
可能性があることだと言える。

つまり、グリーンカラーの労働力が発展するにつれて、ネットゼロ
経済への移行によって直ちに悪影響を受けるのは一部の比較的
少数の仕事になる、ということである。グリーンカラーの労働人口
であろうとなかろうと（教員、看護師、接客業、中小企業経営者
など）、経済全体のほとんどの労働者にとって、経済の脱炭素化
によって彼らの役割に必要なスキルが変わる可能性は低い。

先見の明を持った公共政策があれば、移行期において 
脆弱になる地域、産業、労働者を支援することができる

今回デロイト経済研究所は、政策決定者が公平な雇用の達成の
ために、どの様に産業と労働者が世界的な脱炭素化に適応する
ことを支援するかを検討すべきかの指針となる以下の５つのグ
リーンカラー労働政策アジェンダを策定した。

この政策アジェンダは、世界的なネットゼロ経済への積極的な移
行の必要性によって形成されており、これはつまり労働力と脱炭
素政策の取り組みにおいて世界中で政府が積極的な役割を果た
すことが必要だということを示唆している。

7



1/ 野心的な中間排出削減目標を設定

明確に定められ、実施された中間削減目標は、タイムリーな調整
された移行をする為に、業界、企業、個人が効果的な投資決定を
行うよう導くことができる。排出削減のタイミングと規模を正しく
把握することは、労働者の暮らしを良くし、経済全体の移行コスト
を下げることにつながる能動的な移行の鍵である。ネットゼロ経
済の労働力政策は、適切な排出削減経路においての関数でなけ
ればならない。

新しい産業政策の設計

新興国において排出量ネットゼロに向けた進展を加速し、最も困
難な気候問題に取り組むには、経済システム全体で並々ならぬレ
ベルの協力と調整が必要である。

「システム」とは、従来の産業の定義や政策背景において捉えら
れているよりも広範に捉えられるものであり、脱炭素化へのシス
テムアプローチは、既存の産業が、エネルギー、運輸、製造、農業、
土地利用のような要素が、一連の複雑で相互に接続されたシステ
ムとして再構築されることを認識していなければならない。政府、
金融、技術は、変革と新しい雇用と成長の源の出現を可能にする
触媒（カタリスト）的役割を持つこととなる。

「システムディール（談合）」とは、脱炭素に関連して定義された
経済的成果を共同で設計、資金提供、執行するために、中央政府、
業界団体、特定の企業、研究機関、技能組織の間で調整された
取り決めを表すものである。またそれは「2050年までに、エネル
ギー、運輸、製造業、農業、土地利用システムはどのようになら
なければならないか？」「労働力がこれらのシステムで成長を実
現できるようにするために、今、何を変える必要があるのか？」な
どの問いに答えを出さなくてはならない。

既存の産業と労働者に対して最小限の負荷と迅速な脱炭素化を
実現するために、新しい産業政策設定はグリーンカラーの労働力
を中心に据えられたものでなくてはいけない。

2/

グリーンカラー
政策アジェンダ
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移行経路においての価値の高い仕事の創出

ネットゼロ経済への移行のコストとメリットのバランスを取るには、
負の影響を受けた労働者に新たな雇用機会を提供する以上のこ
とが必要である。彼らの生活水準と仕事への有意義な従事が維
持されることを保証するために、同等またはそれ以上の質の高い
仕事の機会をもたらす雇用への経路が必要である。

よってスキルへの経路に関しての政策設定は、賃金、労働条件、
雇用保障の面でより良い結果を生み出すための構造を携えると
同時に労働者のキャリアにおいての意義と目標が見いだせるもの
でなくてはならない。

脱炭素化に向けた教育、訓練体制の改革

教育、訓練セクターは、人々が低排出の将来において新しく且つ
充実した職業を確立するための政府の経済政策と言う名の梃子
である。

教育訓練システムは、影響を受ける労働者や労働市場に新卒で
入ってくる人々の高成長分野における需要の高いスキルの習得を
促進するためのスキルアップと再訓練の役割を世界中で担ってい
る。経済の脱炭素化に合わせて進化するように教育訓練部門を
改革することは、脱炭素化の経済的潜在力を最大限に引き出す
ために極めて重要である。

必要としている場所にスキルを誘引することを労働力政策の 
目標として据える

すべての労働者、スキル、または地域が同じ解決のための政策案
を必要とするわけではない。よって、経済における特定のコホー
ト集団をターゲットとする「ポートフォリオ・アプローチ」をベー
スとすることによって積極的な移行期支援は経済、労働力、技能
の向上の目標を目指すことができる。これは、脱炭素化のための
地域ベースおよびコホートベースの労働力政策の設計の成功の
核となる。

3/

4/

5/
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Deloitte 
Economics 
Institute

The pace and scale of global economic, social, 
environmental,and digital disruption is rapid, and 
we all now operate in a world we no longer readily 
recognize. This creates a need to understand how 
structural economic change will continue to impact 
economiesand the businesses in them, and the 
livelihoods of our citizens.

In pursuit of economic prosperity, progressive 
organizations need future-focused, trusted advisors
to help them navigate complexity and deliver positive 
impact. The Deloitte Economics Institute (the “Institute”)
combines foresight with sophisticated analysis to 
shape and unlock economic, environmental,financial, 
and social value. Connecting leading global insight and 
local knowledge with an independentperspective, the 
Institute illuminates future opportunities and drives 
progress.

The Institute’s economic rigor comes from its cutting-
edge analytic tools; experience working with businesses 
and governments; and the expertise of Deloitte firm 
practitioners who help shape public policy, deliver 
business insights, and inform investment strategy. 

The Institute shares practical policy, industry know-
how, and evidence based insights to help businesses 
and governments tackle the most complex economic, 
financial, and social challenges.

With over 500 economists practicing in Deloitte firms 
across Asia Pacific, the Americas, and Europe, the 
Institute’s depth and breadth of experience is matched 
by a strong understanding of trends in global economies 
and their effect on business. Its dedicated team of 
economists works closely with the Deloitte network’s 
industry leaders across the globe to apply economic 
thinking and commercial acumen to everyday business 
problems.

The Institute prides itself on rigorous qualitative and 
quantitative analysis, and is supported by proprietary 
and specialist models refined over many years. Our 
highly qualified economists and practitioners have a 
strong reputation for objectivity and integrity. All client 
services offered by the Deloitte Economics Institute are 
performed by practitioners at Deloitte firms.

For more information on the Deloitte Economics 
Institute, please visit our website:
www.deloitte.com/deloitte-economics-institute
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